
事業事前評価表 

 

国際協力機構 東南アジア・大洋州部  

東南アジア第六・大洋州課 

 

１．案件名（国名） 

国名：トンガ王国  

案件名：マイクログリッドシステム導入計画 

The Project for Introduction of a Micro-Grid System with Renewable Energy for the Tonga 

Energy Road Map  

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国におけるエネルギーセクターの開発実績（現状）と課題 

トンガでは、エネルギー源の大部分を輸入化石燃料と木材、ココナッツ等によるバイオ
マスが占め、特に電力は 98%以上を輸入ディーゼル燃料に依存している。こうした状況は
石油価格の高騰など外部要因の影響を大きく受けることから、エネルギー安全保障のため
には、太陽光発電など再生可能エネルギーの導入などによる輸入化石燃料への依存度の低

減が必要とされている。トンガ政府は海外ドナーの支援を受けながら太陽光発電システム
の導入を進めており、我が国も無償資金協力等により支援を行っている。しかし、太陽光、
風力等による再生可能エネルギーは発電が不安定という特性があるにも関わらず、電圧の
安定化維持のための施設は現在整備されていない。これは、今後当国における再生エネル
ギーの導入を進める上での、喫緊の課題となっている。 

(2) 当該国におけるエネルギーセクターの開発政策と本事業の位置づけ及び必要性 

トンガ政府はエネルギー安全保障及び温室効果ガスの排出削減に向け、2010 年 6 月に
“Tonga Energy Road Map 2010-2020（TERM）”を策定し、2012 年までに電力供給のため
のエネルギーのうち 50％を再生可能エネルギーで賄うことを目標としている。トンガタプ

島(人口約 75,000 人)は同国の首都があり、また、TERM で対象とされた４島の 1 つである
が、同島の電力供給(約 8MW)はこれまで 100％ディーゼル発電により賄われてきた。TERM

に沿って 2012 年にニュージーランド政府の支援により太陽光発電施設（約 1.32MW）が
導入されたが、(1)記載のとおり、系統安定化への対応は行われておらず、既存系統への影
響が懸念されている。今後、同島において TERM を実行していくためには、電力系統全体
の安定化を図ることが不可欠であり、電力の運用を安定的に行うためのマイクログリッド
システムを構築することを目的とした本事業の必要性は高い。 

(3) エネルギーセクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は、環境プログラム無償資金協力「太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計
画（2010 年度 E/N 締結、5.9 億円、ババウ諸島への家庭用太陽光発電システム導入）を実
施し、同国の気候変動緩和策を支援しているが、2012 年 4 月に決定された「対トンガ王国
国別援助方針」においても、「環境・気候変動」を援助重点分野として掲げ、「環境に配慮

した社会を整備するため、太陽光発電の普及・活用を推進することにより、再生可能エネ
ルギーの導入を促進する TERM の取り組みへの支援」を行うとしている。また、JICA 国
別分析ペーパー（大洋州版）において、トンガに対しては特に「環境関連事業を展開」す
ることを掲げている。 

(4) 他の援助機関の対応 

ニュージーランド政府により、トンガタプ島において 1.32MW の太陽光発電（PV）施設
が導入され、2012 年 8 月より運用開始している。 
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３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本プロジェクトは、トンガタプ島においてマイクログリッドシステムを構築することに
より、多様な電源による電力供給と需要とのバランスを保持する安定的な電力運用を図り、
もって再生可能エネルギーの安定的な導入と輸入化石燃料への依存度低減に寄与すること
を目的とする。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

トンガ／トンガタプ島（人口約 75,000 人） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容 

【機材】マイクログリッド制御設備、系統安定化設備システム（リチウムイオンキャパ
シタ他）、太陽光発電システム（1.0MWp）、光通信ケーブル 

【建設】整流設備用・蓄電設備用建屋、太陽光パネル基礎 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

【ソフトコンポーネント】システム・施設の運転・維持管理手法の指導、システムが連
系された配電系統の安定的運用手法の指導 

3) 調達・施工方法 

資機材はコンクリート用骨材を除き、日本調達または第三国調達とする。コンクリー
ト用骨材はトンガ調達とする。 

(4) 総事業費/概算協力額 

 総事業費 16.30 億円（概算協力額（日本側）：15.73 億円、トンガ側：0.57 億円） 

 単債 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2013 年 4 月～2015 年 3 月を予定（計 24 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む。） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート）及び実施能力・維持管理能力 

実施機関：トンガ電力公社（TPL: Tonga Power Limited） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類（A, B, C を記載）：C 

② カテゴリ分類の根拠：当初要請の風力発電施設は対象外とすることで合意 

2) 貧困削減促進：特になし。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：
特になし。 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担 

ニュージーランド政府の支援により、2012 年 8 月トンガタプ島に 1.32MW の太陽光発
電施設が導入され、運転が開始されている。本事業では、この太陽光発電施設による供給
電力も含めた系統運用・安定化施設を導入する。 

(9) その他特記事項 

マイクログリッド分野における我が国企業の優れた製品・技術を活用することを前提と
するものであり、我が国政府の成長戦略にも合致している。また、再生可能エネルギーの
安定的な導入と代替エネルギー活用促進を図る本案件は、気候変動緩和策に位置づけられ
る。 

 

(1)事業実施の前提条件 

・トンガ側により機材設置用地の収用・整地及び環境許可の取得が行われる。 

(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

４. 外部条件・リスクコントロール 
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・トンガ側により、本事業で調達される機材の運転・維持管理が適切に行われる。 

・トンガ側のエネルギー政策に大幅な変更がない。 

 

 

（1）類似案件の評価結果 

再生可能エネルギーの導入にあたっては蓄電池の維持管理の不足による寿命の短縮や更
新のための予算が確保できない、といった問題が生じる可能性が一般的に指摘されている。 
（2）本事業への教訓 

本事業実施にあたっては、蓄電設備の維持管理や更新にかかる我が国民間企業のサポー
ト体制について確認をする。なお、維持、更新費用にかかる予算については先方実施機関
が持続的に計上することにつき合意をした。 
 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

本件は系統安定化施設により再生可能エネルギー導入量の拡大、安定的な電力供給、系
統運用を実現するものであり、電力供給の 50％のエネルギーを再生可能エネルギーとする
ことを目指すトンガの政策に合致していることから事業実施の妥当性は高い。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2011年） 目標値（2018年） 

【事業完了3年後】 

ディーゼル燃料削減量

（kℓ/年） 

- 327 

CO2 排 出 削 減 量 * 

（t-CO2/年） 

- 886 

1MWｐ太陽光発電によ

る年間発電電力量 * 

（MWh/年） 

0 1,308 

*本プロジェクトによる効果のみを対象とし、既設太陽光発電の効果は含まない 

 

2) 定性的効果 

・電力供給におけるディーゼル発電への依存度が軽減される。 

・蓄電設備及びマイクログリッド・コントローラーにより再生可能エネルギーの出力
変動を補償することで、電力系統の安定化（電圧変動及び周波数変動が TPL 管理基
準内で運用される）が可能となる。 

 
７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 
   

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 

以 上 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 


